
財産経営推進計画改定に向けた再編検討手順（案）
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圏域Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ

市民とコミュニケーションをとり、地域別実行計画を策定再編案をたたき台とした検討、最適化を推進
付帯事項：施設廃止とする場合、指定避難所や投票所の機能確保等に配慮

更新時期評価

【 再編コンセプト 】

市民とコミュニケーションをとり、再編案をもとに最適化を推進

本格着手

圏域Ⅰ,Ⅱ

圏域Ⅲ

R3年度末

圏域Ⅰ,Ⅱ 圏域Ⅲ 圏域Ⅲ

事業存続

【 利用度評価 】
・小中学校は、

適正配置の考え方
・図書館は、貸出数
・保健福祉施設は、

利用率
各３か年平均で判定

適正規模校
または

平均以上

小規模校
または

平均以下

事業存続 事業廃止
集約化

存続・廃止
は再編案

作成時検討

事業評価 施設総量を削減しながら、サービス機能を維持するための評価

事業廃止
集約化

機能移転等

事業存続

順位付け
1位からN位まで

順位付け
(N+1)位から下位

【 利用度評価 】
利用度の高い

施設から順位付け

【 老朽度評価 】
老朽度の低い

施設から順位付け
＋

事業存続

現有施設数＝N

または

Nのみを
判定

事業廃止
集約化

機能移転等

適切な時期に改修や再編を実施するための評価
改築・大規模改造工事の実施時期を目安とし、事業廃止時期や再編実施時期を判定する

再編案の作成

圏域Ⅲ 検討の共通条件設定 ： 複合化・多機能化の核となる施設の配置や敷地・建物条件をふまえ、
地域ごとに複数案を作成（地域の施設配置状況によっては１案となる）

エリアマネジ
メントの視点

敷地・建物、
都市計画の制約 集中配置案

圏域Ⅰ,Ⅱ施設 ： 事業評価・更新時期評価に基づき、施設種類ごとに１案を作成

分散配置案
ミ
ク
ロ

マ
ク
ロ

× ⇒
複数案作成

「事業評価」・「更新時期評価」を前提とした再編案の作成

①圏域内で機能重複が見られる
②機能重複はなく、

利用状況に応じた
規模に見直す

③配置方針で
事業方針を
定めている

現有施設数＞N

【 機能重複評価 】
同一圏域・同種施設の利用率を合計し、
事業存続施設数（N）を判定

事業存続施設数（N)
100％

＞

対象施設の
平均利用率合計

財産経営推進計画の改定
●コスト評価による施設の運営改善の必要性の検証
●再編案及びコスト評価（運営改善）に基づく目標数値の策定 等

コスト評価は改定計画の中に、目標数値の策定に用いるとともに、
運営改善に活用する
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